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Ⅰ 実施方針の位置づけ 

 

１ 事業実施の背景 

 

事業対象地は、ＪＲ新見駅西側に隣接する区画で、西日本旅客鉄道株式会社から本市が取

得する予定の用地及び市有地です。北側には、市街地を縦断する国道１８０号、主要地方道

新見日南線が通り、中国自動車道新見ＩＣからも近く交通利便性の高い地域にあります。 

伯備線、姫新線、芸備線が結節するＪＲ新見駅は、古くから山陽と山陰を結ぶ交通の要衝

としての役目を担ってきたことから、駅周辺には住宅や商店が集積する市街地が形成される

など地域の発展に大きく貢献してきた歴史があります。平成元年度から、商店街の活性化と

駅前広場の整備を目的とした土地区画整理事業が行われ平成１２年度に完成しています。 

しかし、中国自動車道の開通や道路網の整備に伴う鉄道利用客の減少や人口減少などが相

まって、商店街には空き店舗や空き家が増加するなど、駅周辺地域の活力が低下するなどの

影響が現れています。このため、本市の表玄関であるＪＲ新見駅の利便性向上や周辺地域の

活性化を望む声は多く、本市にとっても重要課題となっているところです。 

一方、事業対象地の北西約２ｋｍにある新見公立大学・新見公立短期大学は、１９８０年

に設置された「新見女子短期大学」を前身とする市内唯一の高等教育機関として、４０年近

くにわたり看護、幼児教育、福祉の専門人材を養成してきました。 

現在、４６０名余りの大学生・短期大学生が在籍していますが、２０１８年度を最後に短

期大学の学生募集を停止し、２０１９年度から完全４年制大学に改組します。完全４年制大

学に移行することに伴い、２０２２年度の学生数は、現在に比べ２８０名程度増加すると見

込まれており、増加する学生の住居を確保することが必要となっています。 

今回の事業は、今後、増加が見込まれる学生の住居施設等を事業対象地に誘導、整備する

ことにより、学生の住居確保とＪＲ新見駅周辺地域の活性化につなげようとするものです。 
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２ 本書の位置づけ 

 

   本実施方針（案）は、事業対象地における新見駅西エリア整備事業 都市拠点施設

整備（以下「本事業」という。）を実施する事業者（以下「特定事業者」とい

う。）を、公募型プロポーザル方式で選定するにあたり応募者を対象に公表するも

のです。 

   本実施方針（案）に対する応募者の意見を踏まえ、市において募集要項等を作

成、公表する予定です。応募者は、募集要項等の内容を踏まえ応募に必要な書類等

を提出することとします。 
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Ⅱ 事業内容に関する事項 

 

 １ 本事業の名称  

 

新見駅西エリア整備事業 都市拠点施設整備 

 

 ２ 本事業の目的 

 

   本市では、「新見市の都市計画に関する基本的な方針（新見市都市計画マスター

プラン）」において、新見駅周辺地域のまちづくりのテーマを次のとおり定めてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

また、「新見市版地域共生社会構築計画」では、「大学を活かしたまちづくり」を

柱の一つと位置づけ、大学が設置されている利点を最大限に活かし、大学と連携して

本市の活性化や課題解決に向けて取り組むこととしております。 

本事業では、民間活力を導入し、今後増加が見込まれる学生が利用できる優良な住

居等を整備します。これにより、地域内居住人口の増加を図り、同地域への経済効果

をもたらすとともに、学生同士、学生と市民、市民同士の交流を促進し、新見市の表

玄関にふさわしい、にぎわいや交流が生まれる「新見の交流空間」の実現に向けた

整備を目指します。 

 

【まちづくり主要テーマ】 

新見市の表玄関としての顔づくり 

－にぎわい交流地点の形成－ 
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３ 本事業の概要 

 

   特定事業者には、事業対象地内に次の要件を備えた施設を整備いただき、整備後は、

管理・運営を行っていただきます。 

施設の整備内容は、応募者において検討いただきますが、事業実施の背景、事業の

目的、市街地活性化の視点、その他市の関連計画等を理解した上で提案していただく

ものとします。 

（１） 整備いただく施設 

① 学生の居住を想定した居室９０室～１００室を備えた賃貸住宅 

（２） 整備が期待される施設（機能） 

① 学生と市民、市民と市民が集い、交流することができる施設（機能） 

② 新見駅周辺地域の活性化につながる施設（機能） 

（３） 代替施設（機能） 

上記（１）、（２）の整備を行うことに伴い、市営第１駐車場及び駐輪場の機能

が失われる場合は、その機能保障のための施設（機能） 

（４） 禁止する用途 

① 政治的又は宗教的用途 

② 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、そ

の他これらに類する用途 

③ 青少年に有害な影響を与える興行、物販、サービスの用途 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第９０号）第２

条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びこれらの構成員がその活動のた

めに利用する用途 

⑤ 公序良俗に反する用途 

⑥ 貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２条第１項に規定する貸金業 

 

４ 事業方式 

 

   市は、公募型プロポーザル方式により特定事業者を選定し、事業対象地内の事業

用地を売却又は貸付けにより提供します。貸付けの場合は、借地借家法（平成３年

法律第７７号）第２２条に規定する一般定期借地権を設定します。なお、売却又は

貸付けを行う事業用地の範囲は、応募内容を基本として協議調整により決定しま

す。 

   特定事業者は、事業用地に自ら事業に必要な施設（以下「民間提案施設」という。）

を整備し、事業の企画、運営、管理を行うこととします。 

（１） 事業用地の売却又は貸付け 

    事業用地は、売却又は貸付けにより提供することとします。なお、市営第１駐

車場及び駐輪場を事業用地に含む場合は、その代替施設の整備後に売却又は貸付

けを行うこととします。 
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① 売却の場合 

  本市が設定する最低売却額以上での提案をいただきます。 

② 貸付けの場合 

    本市が設定する最低貸付額以上での提案をいただきます。 

（２） 民間提案施設の整備・維持管理・運営 

    特定事業者は、民間提案施設の企画・設計及び建設工事を行います。 

    企画・設計に当たっては関係法令を遵守のうえ、近隣住民への説明、必要とな

る各種調査、電気、通信、ガス、上下水道等に関する協議及び各種許認可等の取

得、工事に必要な許認可・届出等の手続きを遅滞なく行うものとします。施設整

備後の維持管理・運営については、提案に基づいた事業の企画、運営等を行うも

のとします。 

（３） 民間提案施設の整備時期 

    民間提案施設の内、学生の居住を想定した賃貸住宅については、２０２２年４

月入居が可能となるよう整備を終えるものとします。 

    その他の施設（機能）については、市と特定事業者との協議により整備時期を

決定しますが、土地の売却又は貸付けを行った日から３年後までに整備を終える

こととします。 

（４） 事業期間終了後の措置 

    事業用地の貸付けの場合は、事業期間（貸付期間）の終了日までに、民間提案

施設を除去し、更地の状態で本市に返還します。 

 

 ５ 特定事業者の費用負担 

 

   本事業における特定事業者の費用負担は以下のとおりです。 

（１） 応募図書の作成費など、応募に要する全ての費用 

（２） 事業用地の購入代金又は貸付料及び保証金 

（３） 民間提案施設の整備費 

（４） 民間提案施設の企画、運営、維持管理費用 

（５） 貸付けの場合、事業期間内に民間提案施設の除去を行い、土地を更地の状態で

本市に返還するための費用 

 

６ 責任分担の基本的な考え方 

 

   本事業における責任分担の基本的な考え方は、市と特定事業者が適正にリスクを

分担することにより、より低廉で質の高いサービスの提供を目指すものです。 

   なお、具体的な責任分担については、募集要項公表時に示します。 
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７ 事業対象地 

 

（１） 所 在 地   新見市西方地内 

（２） 面   積   約３，３５０㎡ 

（３） 土地の現状   現在、事業対象地の用地は、西日本旅客鉄道株式会社及び新見

市が所有しています。西日本旅客鉄道株式会社の所有地は、職員

寮（撤去済）及び駐車場として使用されていました。本事業の実

施に当たり本市が購入する予定です。 

            新見市が所有する用地は、駐輪場及び市営第１駐車場として使

用しています。 

（４） 用途地域等   準工業地域（建ぺい率６０％ 容積率２００％） 

            建築基準法第２２条区域 

            土砂災害警戒区域（土石流） 

（５） 隣 接 道 路   市で、事業対象地北側及び西側に道路を敷設する計画です。 

            道路㋐ 全長約１２５ｍ、幅員約８ｍで検討中 

            道路㋑ 全長約 ２３ｍ、幅員約５ｍで検討中 
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Ⅲ 特定事業者の選定に関する事項 

 

１ 特定事業者の選定方法 

 

（１） 募集方式 

    特定事業者の選定は公募型プロポーザル方式とし、応募者から、本事業に関す

る提案を求めることとします。 

（２） 特定事業者の選定 

  ① 審査に関する基本的な考え方 

    新見駅西エリア整備事業者選定審査会を設置し、応募された事業提案の審査を

行い、最優秀提案及び次点提案の選定をします。 

    最優秀提案の選定は、事業計画に関する提案（資格要件、設計・建設、資金計

画等）と価格に関する提案を総合的に評価します。なお、具体的な審査項目や配

点については、募集要項と同時に公表する審査基準書において明示します。 

   提案審査会の選定結果を踏まえ、市が優先交渉権者、次順位交渉権者を決定しま

す。その後、市との協議等を経て基本協定等を締結し、事業に着手していただき

ます。 

  ② 審査結果の公表 

    審査結果は各応募者へ個別に通知するほか、市ホームページで公表します。 

  ③ その他 

  （ア） 応募者の募集等について 

    ア） 費用負担 提案書の作成等、応募に必要な費用は、応募者の負担としま

す。 

    イ） 虚偽記載 応募者が提出した提案書に虚偽の記載がある場合は、応募を

無効とします。 

    ウ） そ の 他 その他詳細事項については、募集要項で公表します。 

  （イ） 特定事業者の選定等について 

    ア） 審査基準 別途、公表する審査基準書によって明示します。 

    イ） 応募書類 応募書類は公表しません。 

    ウ） そ の 他 その他必要な事項については募集要項で公表します。 

 

 ２ 応募者の構成及び資格等 

 

（１） 応募資格 

    応募者は、事業期間中、継続して本事業全体をマネジメントできる資力と企画

力を有する単独法人又は複数の法人により構成される法人グループとします。 

    本事業を実施するにあたり、新たな法人（会社法（平成１７年法律第８６号）

に基づく法人とする。）を設立して事業を実施する場合は、応募時点でその旨を

明示してください。 

    共同応募する場合は、法人グループ内から代表する１社を選定し、当該法人が
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市との連絡窓口として契約等諸手続きを行い、業務遂行の責を負うものとしま

す。また、法人グループの全構成員が、以下に掲げる条件をすべて満たしている

ことを要件とします。 

  ① 日本国籍を有する個人若しくは国内に本店を有する法人 

  ② 自ら提案した土地利用計画を、適切に滞りなく、また長期に実施できる者 

  ③ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定す

る者でないこと 

  ④ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項に基づく市の入札参加制限を受けてい

ない者 

  ⑤ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３に規定する公有財産に

関する事務に従事する職員でないこと 

  ⑥ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）及び破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく手続開始の申立てがなさ

れていないこと 

  ⑦ 次に該当する者がいないこと 

  （ア） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員であると認められる者 

  （イ） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に

規定する暴力団をいう。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認

められる者 

  （ウ） 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用したと認められる者 

  （エ） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関

与していると認められる者 

  （オ） 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第

１４７号）に基づく処分を過去及び現在において受けている団体及びその代

表者、主催者またはその他の構成員 

  ⑧ 国税及び地方税に滞納がないこと 

  ⑨ 単独で応募する者は、他の共同応募の構成員となることはできません。 

  ⑩ 同一法人が複数の共同応募の構成員となることはできません。 

（２） 構成法人の変更 

    応募者が単独の法人である場合、応募登録申込書を一度提出された後は、応募

者の変更は認められません。法人グループの代表法人以外の構成員については、

応募提案申込までは変更可能です。 

（３） 応募資格の喪失 

    次の事項に該当していることが判明した場合、その時点で市は当該応募者の応

募資格を喪失させます。なお、法人グループを構成する一事業者でも該当した場

合は、応募資格を喪失させます。 

  ① 前記の（１）の応募資格を失った場合 
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  ② 応募提出書類に不備又は虚偽の記載があった場合 

  ③ 公正な審査に影響を与える行為があった場合 

 

３ 全体スケジュール 

 

項   目 期日または期間 

実施方針（案）の公表 ２０１９年３月１８日 

実施方針(案)に関する質問・意見の受付期限 ２０１９年３月２７日 

質問・意見に対する回答 ２０１９年４月４日 

募集要項等の公表 ２０１９年４月中旬 

募集要項等に関する説明会 ２０１９年４月下旬 

募集要項等に関する質問の受付期限 ２０１９年４月下旬 

質問に対する回答 ２０１９年５月上旬 

参加表明書の受付 ２０１９年５月中旬 

提案書等の受付 ２０１９年６月下旬 

書類審査及びヒアリング（プレゼンテーション） ２０１９年７月上旬 

優先交渉権者の決定・公表 ２０１９年７月中旬 

基本的事項に関する協定（基本協定）締結 ２０１９年７月下旬 

事業対象地の売却又は一般定期借地権設定契約 ２０１９年１２月下旬 

事業着手（設計・工事） ２０２０年１月 

学生の居住を想定した賃貸住宅の整備 ２０２２年４月入居 

その他の施設の整備 
土地の売却又は貸付けを行

った日から３年後まで 

 

 

【問い合わせ先】 

  新見市 総務部 企画政策課 大学連携推進室 

   住所：〒７１８－８５０１ 新見市新見３１０番地３ 

   電話：（０８６７）７２－６１１４ 

   電子メールアドレス：kikaku@city.niimi.lg.jp 

 


